
○岡山市協働のまちづくり条例施行規則 

平成１３年３月１日 

市規則第１１号 

改正 平成２３年３月１６日市規則第２５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，岡山市協働のまちづくり条例（平成１２年市条例第９７号。以下「条

例」という。）の施行について，必要な事項を定めるものとする。 

（特定非営利公益事業の指定要件） 

第２条 条例第８条第１項に定める特定非営利公益事業として指定できる事業は，次の各

号に掲げる要件のいずれをも満たす事業とする。 

（１） 目的及び目標が明確に設定された合理的な事業計画を有し，かつ，実現可能性

の高い事業であって，次のいずれかに該当するもの 

ア 今後見込まれる社会的需要に対応した事業で，国内外で他の模範となるなど先導

的役割を果たすと期待されるもの 

イ 世界に対する情報発信等により，国際社会における市の信頼，名誉等の向上に資

する事業 

（２） 直接又は間接の受益者が多数又は広範囲に存在する事業で，市民生活の安定と

向上に寄与するもの又は市民の誇りとなるもの 

（申請） 

第３条 条例第９条第１項に基づく申請は，特定非営利公益事業指定申請書（様式第１号）

を提出して行うものとする。 

（指定の申請ができる団体の要件） 

第４条 条例第９条第２項第１号に該当すると認められる団体は，次の各号に掲げる要件

のいずれをも満たす団体とする。 

（１） 団体の意思決定，事業実施，財務管理等に関する手続，機構等組織運営の基本

的事項に関する規約を有し，現にこれに則った適正な運営が行われていること。 

（２） 特定非営利公益事業の指定を受けようとする非営利公益活動（以下「申請事業」

という。）の実施に必要な財政基盤及び人材を有すること。 



（３） 団体の代表者，幹部及び申請事業の責任者が，当該事業を遂行する能力及び社

会的信用を有していること。 

（４） 原則として市内に事務所等の活動拠点を置き，申請事業の実施に関し責任を持

って対応できる者が配置されていること。 

２ 条例第９条第２項第２号に該当すると認められる団体は，次の各号に掲げる要件のい

ずれをも満たす団体とする。 

（１） 自主性及び自立性を備えた団体であること。 

（２） 団体の活動方針及び活動内容が市の目指す方向性と基本的に一致していること。 

（指定等の通知） 

第５条 市長は，条例第１０条に規定する岡山市特定非営利公益事業指定審議会（以下「審

議会」という。）における調査審議の結果を踏まえ，申請事業を特定非営利公益事業と

して指定し，又は指定しない旨の決定をし，当該指定の申請をした非営利公益活動団体

の代表者（以下「申請者」という。）に対し文書で通知するものとする。 

２ 前項の規定に基づく指定の通知は，特定非営利公益事業指定通知書（様式第２号）に

よる。 

３ 第１項の規定に基づき申請者に対し指定しない旨を通知するときは，理由を付して行

うものとする。 

（特定非営利公益事業に係る実施状況及び会計状況の報告） 

第６条 条例第１６条第１項に定める特定非営利公益事業に係る実施状況及び会計状況の

報告は，当該事業に係る事業報告書，事業計画書，収支計算書及び収支予算書を毎年度

提出して行うものとする。 

（団体の全般的な活動状況及び財政状況の報告） 

第７条 条例第１６条第１項に定める特定非営利公益活動団体の全般的な活動状況及び財

政状況の報告は，当該団体の活動全般に係る事業報告書，事業計画書，収支計算書及び

収支予算書（以下「報告書類」という。）を毎年度提出して行うものとする。 

２ 前項の報告書類は，特定非営利公益事業に係る部分を区分して表記することにより，

前条の規定により提出すべき書類を兼ねることができる。 

３ 特定非営利公益活動団体が法令の規定により財務諸表の作成を義務付けられていると



きは，市長は必要に応じ当該財務諸表の提出を求めることができる。 

（変更届） 

第８条 特定非営利公益活動団体は，特定非営利公益事業の内容を変更し，又は事業を中

止し，若しくは廃止しようとするときは，あらかじめ特定非営利公益事業変更届（様式

第３号）により市長に届け出なければならない。ただし，軽微な変更については，この

限りでない。 

２ 市長は，前項の届出の内容が特定非営利公益事業の本質に関する重大な変更又は中止

若しくは廃止に当たると判断するときは，審議会に諮った上で，指定の継続の可否を決

するものとする。 

（その他） 

第９条 この規則に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この規則は，平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年市規則第２５号） 

この規則は，平成２３年４月１日から施行する。 









様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第８条関係） 


